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基幹統計調査の承認の状況 

（平成30年２月１日～平成30年２月28日分） 

平 成 3 0 年 ３ 月 2 8 日 

政策統括官 (統計基準担当 ) 

 

 

統計調査の名称  実  施  者  主  な  承  認  事  項  承認年月日  

船員労働統計  

調査  
国土交通大臣  

承認事項の変更  

 平成 30年度調査の実施に当た

り、第一号様式（総トン数 20トン

以上の船舶のうち、漁船及び特殊

船以外の船舶を対象）の調査対象

隻数を約 400隻に変更〔⇒別紙１

参照〕  

H30.2.15 

社会教育調査  文部科学大臣  

承認事項の変更  

平成 30年度調査の実施に当た

り、報告を求める事項について、

以下のとおり変更  

①  社会教育施設が開設する学

級・講座の内容を把握する調査

項目に係る学習内容別区分コ

ード表について、学習内容の分

類（小分類）を現行の 78区分か

ら 70区分に統廃合・細分化する

とともに、各分類に該当する講

座の具体例をより詳細かつ分

かりやすくなるよう変更  

②  法人番号欄の追加  

H30.2.26 

学校基本調査  文部科学大臣  

承認事項の変更  

平成 30年度調査の実施に当た

り、以下について変更  

①  報告を求める事項の変更  

 ア）学校調査票（幼稚園ほか７

票）及び学校通信教育調査票

（高等学校）の休職者等教員

数を把握する調査項目にお

いて、休職等理由区分から

「結核」を削除  

 イ）卒業後の状況調査票（中学

校）の「状況別卒業者数」を

把握する調査項目において、

就職者等の就業形態を雇用

契約期間（無期・有期）別に

把握〔⇒別紙２参照〕  

H30.2.26 

参考１  
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 ウ）学校調査票（幼稚園）の「学

級別年齢別在園者数」を把握

する調査項目の 総計の内訳

として、認定区分（１号認定・

２号認定）別の在園者数を把

握  

 エ）学校調査票（高等学校及び

専修学校）の入学者のうち新

規卒業者数を把握する調査

項目において、内訳項目の

「中学校卒業者」を「中学校・

義務教育学校卒業者」に変更  

②   集計事項の変更  

幼保連携型認定こども園に

おける非常勤職員に係る集計

事項の追加（ ※ ）  
※  厚 生 労 働 省 の 協 力 を 得 て 、 同 省 が

毎 年 実 施 す る 社 会 福 祉 施 設 等 調 査

（ 一 般 統 計 調 査 ） の 調 査 結 果 を 活 用

し て 統 計 表を 作 成  
 

（注）本表は、基幹統計調査に係る申請のうち、統計法第９条第４項ただし書に規

定する「軽微な事項」に該当するものとして、統計委員会の意見を聴かなかっ

たものを整理している。  

 



船員労働統計調査の調査計画の変更内容

・ 「公的統計の整備に関する基本的な計画」（以下「基本計画」という。）等での指摘を踏まえ、利活用
面や結果精度を踏まえつつ、標本設計（階層の統合）の見直しを実施

 基本計画の指摘を踏まえ、標本設計の抜本的な見直しの検討を行い、試験調査も行った上で、早期
に結論を得る。

 検討の際には、産業構造や船員の雇用環境等の変化を踏まえ、基幹統計調査としての在り方も含めた
抜本的な見直しを行うとともに、集落抽出法の計算式を用いた精度検証を実施する。

○ 今後の予定

○ 趣旨

○ 変更内容

（別紙１）
平成30年３月28日
総務省政策統括官室

用途区分 トン数階級区分
現行 内航 ８区分 ８区分

外航 ８区分 ５区分

・ 階層区分の設定を、以下のとおり、内航船舶を64区分から15区分に、外航船舶を40区分
から６区分に見直しを行い、調査対象となる船舶の隻数を約400隻に縮減

用途区分 トン数階級区分
変更 内航 ３区分 ５区分

外航 ３区分 ２区分



 
 

 

＜統計委員会諮問第 66号の答申「学校基本調査の変更及び学校基本調査の指定の変更について」

（平成 26年７月 14日付き府統委第 63号）を踏まえた、第Ⅲ期基本計画における指摘事項＞  
 
公的統計の整備に関する基本的な計画（平成 30年３月６日閣議決定）（抜粋）  
 

２  社会・経済情勢の変化を的確に捉える統計の整備  

（２）教育や就業等の実態をより的確に捉える統計の整備  

学校基本調査における中学校卒業者の就業状況について、「統計調査における労働者の区

分等に関するガイドライン」との整合性にも留意した上で、雇用契約期間（無期・有期）別

に把握する。  
 
⇒実施時期：平成 30年度（ 2018年度）調査から実施する。  

 

＜指摘事項への対応状況＞  
  

平成 29年度に学校基本調査の附帯調査として実施した「平成 29年度中学校卒業者のうち就職者

の就業形態に関する実態調査」（一般統計調査）の結果を踏まえ、平成 30年度調査から、卒業後

の状況調査票（中学校）の「状況別卒業者数」を把握する調査項目において、就職者等の就業形

態を雇用契約期間（無期・有期）別に把握するよう変更して実施する。  
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学校基本調査の変更について  

【変更前】

 

（別紙２） 

【変更後】 

左 記 Ｅ 有 期 雇 用 労 働 者 の う ち 雇 用 契 約 期 間

が 一 年 以 上 、 か つ フ ル タ イ ム 勤 務 相 当 の 者  
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